
ショッピングモールや倉庫、工場、
ホームセンターなどの施設向けに受注
獲得や営業活動を展開し、国内のほか
にもタイや中国等においてサービスの
採用実績がある。こうした海外におけ
る案件は、日系企業からの受注となっ
ている。
　同社のＰＰＡサービスと同様に、太
陽光発電設備を需要家施設の屋根や事
業所内において、サービス提供者の所
有物とし、設置してそこから電力を供
給する事業モデルについては、三菱Ｕ
ＦＪリースと同様に、大手電力・ガス
会社、電気工事会社なども含め、各方
面からの新規参入が相次いでいる。こ
うした中でＭＵＬユーティリティーイ
ノベーションでは、三菱ＵＦＪリース
において20年以上にわたり実施してい
るESCO(Energy Service Company)事業で
積み重ねてきたノウハウによる自社の
サービスに強みがあると解説する。需
要家へ省エネ化をプランニングして設
備の改修工事を行い、これによるエネ
ルギー削減効果を保証し、省エネに関
する包括的なサービスを提供するESCO
事業で蓄積してきたノウハウを、太陽

　ＭＵＬユーティリティーイノベー
ションは2018年５月に設立された。
三菱ＵＦＪリースの100％子会社で、
資本金額は１億2,500万円。同社はエ
ネルギー分野における新たなビジネ
スモデルを開発することを目的とし
た新会社として発足した。同社では、
2018年度より経済産業省によるバー
チャルパワープラント(ＶＰＰ)の実証
事業にも参画しており、複数の小規模
発電設備やエネルギーリソースを有
効活用し、新たな電力源としてエネル
ギーの需給に対応していく技術の実証
などにも取り組んでいる。また三菱Ｕ
ＦＪリースは、2021年３月期からの
３年間を計画期間とする次期中期経営
計画を３月に公表しており、この中で
今後注力する事業分野の１つに再生可
能エネルギーを挙げている。太陽光発
電などの再エネを主体に、ＶＰＰ関連
なども含め創エネ・蓄エネ・省エネ分
野の事業を全般的に実施対象として、
プロジェクトへの投融資や戦略パート
ナーとの共同でのビジネス展開も視野
に入れる。三菱ＵＦＪリースでは、新
たな中期経営計画で2022年度に純利
益を850億円以上とすることなどを目
指している。

　こうした中でＭＵＬユーティリ
ティーイノベーションでは、環境配慮
への取り組みを推進している様々な法
人に対し、太陽光発電のＰＰＡサービ
ス提案を各地で行っており、すでに複
数の案件の受注実績を持つ。累計受
注案件は出力で現在合計約５MW程度
の規模に達しているという。これまで

光ＰＰＡサービスでも活かしている。

　ＭＵＬユーティリティーイノベー
ションの松本義法代表取締役社長は
「ＦＩＴが収束していく中で太陽光電
力の自家消費にも関心が高まるように
なり、当社としても設立から２年後頃
には自家消費が主流になるととらえ、
その事業化の検討に資源を割いてき
た。一方で、これまで長く手掛けてき
たESCO事業で蓄積してきた長期の設
備運用などのノウハウがあり、太陽光
ＰＰＡサービスの設計・開発は行いや
すかったとも言える」と説明する。同
社のＰＰＡサービスでは、設置にかか
る基本料金は設けず、太陽光発電での
発電分の電力使用量に沿い需要家から
料金を得る完全従量制の料金体系を採
用している。松本氏は「日射量や発
電量の変化なども含めて、太陽光発電
の導入と投資に関する様々なリスク
を、当社においてしっかりと引き受け
サービスを提供する」と話す。三菱Ｕ
ＦＪリースグループでは、ＭＵＬユー



ティリティーイノベーションと同様に
三菱ＵＦＪリース100％子会社のＭＵ
Ｌエナジーインベストメントを通じた
メガソーラーの建設・運営事業を各地
で推進しており、同社の事業で得た太
陽光発電設備の建設や運営に関するノ
ウハウについても、ＭＵＬユーティリ
ティーイノベーションでのＰＰＡサー
ビスにおいて活かされている。

　松本氏は「当社のＰＰＡサービスで
は契約条文がとくに整理され、条件設
定が行われていると評価を頂くことが

ある。太陽光発電設備の機器調達・選
定の際にはしっかりと選抜を行ってお
り、そのためサービス提供時の価格に
ついても高い競争力があると自負して
いる。ＭＵＬユーテリティーイノベー
ションは金融サービスを提供する会社
ではなく、あくまでＰＰＡサービスを
しっかり展開していく組織だ」とも強
調する。同社には、松本氏も含めて
現在10名弱のメンバーが在籍してお
り、スタッフの多くがエネルギー会社
に在籍していたキャリアを持つ。こう
したスタッフの知見などを活かし、Ｐ
ＰＡサービスの普及に力を注ぐ。ＭＵ
Ｌユーテリティーイノベーションで
は、今後２～３年で累計100MW分の
太陽光ＰＰＡサービスの受注を目標に
掲げている。松本氏は「日本も含め各
国においてすでに多面的にＰＰＡサー
ビスを展開しているのも当社の特徴で
はないか」とも話す。さらに同社で
は、今後のＶＰＰ事業において、ＰＰ
Ａサービスで設置する太陽光発電設備
を活用していくこと、また蓄電池や風
力など太陽光以外の電源を活用したＰ
ＰＡサービスなどについても検討して
いくという。

　ＰＰＡサービスのように太陽光発電
設備を需要家の事業者敷地内に設置し、
そこから電力を提供するサービスは、Ｍ
ＵＬユーテリティーイノベーションも含
めここ数年各社がすでに相次いでサービ
ス化を開始しているが、一方で松本氏は
「ＰＰＡサービスとはそもそも何かとい
う点も含め、ＭＵＬユーテリティーイノ
ベーションがＰＰＡサービスを開始した
当初は、需要家にとってもあくまで新た
なサービスという認識が強かった」と指
摘するとともに､「当社の受注実績を拡
大させる一方で、早期から事業に参入し
たプレーヤーとして、公共的な視点に立
ち、業界におけるサービスの普及に努め
たい。私もこれまで協会などの場にお
いて、ＰＰＡサービスに関する講演を
させて頂いており、ＰＰＡサービスに
ついてマーケットでしっかりと正しく
認知が行われていく必要がある。もし
万が一のトラブルがあったときにＰＰ
Ａサービスそのものに疑念が向けられ
るようなことなども無いように、当社
としても常に良質なサービスを提供し
ていきたい」と語る。

　三菱ＵＦＪリースは、再エネサービスプロバイダ事業
を展開する宮古島未来エネルギー(沖縄県宮古島市)、エ
リアアグリゲーション事業などを展開するネクステムズ
(同県宜野湾市)、宮古島市とともに、新エネルギー財団
が主催する「令和元年度新エネ大賞」において、最高ラ
ンクとなる「経済産業大臣賞」を単独受賞した。沖縄県
内からは初の受賞となる。事業主体の宮古島未来エネル
ギーは、2018年4月にネクステムズなどが会社設立し、
三菱ＵＦＪリース、ＮＥＣキャピタルソリューション、
日新システムズが2019年9月に株式の一部を取得し、事
業参画した。 
　この事業では、宮古島未来エネルギーが宮古島市内の
市営住宅40棟に太陽光発電設備とエコキュートを無償で
設置し、太陽光電力をエコキュートと市営住宅の共用部へ
自家消費売電するほか、エコキュートによる温水熱販売を
行っている。余剰の太陽光電力は沖縄電力へ非ＦＩＴの相
対契約で売電する。各社のうちネクステムズがエコキュー

トの稼働を最適
制御するなど複
合的なサービス
を再エネサービ
スプロバイダ事
業として提供し
ている。
　これまで2018
年 度 導 入 規 模
は、太陽光パネル容量1,217kW、太陽光パワコン容量
858kW、エコキュート120台で、今後は2019年度以降
も、さらに太陽光発電設備やエコキュート、家庭用蓄電
池、ＥＶ充電器などを導入する。宮古島未来エネルギー
はネクステムズと共同して、導入した全ての再エネサー
ビスプロバイダ所有設備を常時遠隔から監視制御し、沖
縄電力の協力も得て宮古島電力系統において太陽光発電
の主力電源化に取り組む。


